
１．案件の概要

国名：ケニア 案件名：エイズ対策強化プロジェクト

分野：保健医療 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：ケニア事務所 協力金額（評価時点）：�.�億円

協力期間 （R/D）: �00�年７月１日

　～�00�年６月�0日

先方関係機関：保健省エイズ・性感染症対策プログラム

（NASCOP：National AIDS and STI Control Programme）

（延長）: 日本側協力機関：該当なし

（F/U） : 他の関連協力：無償資金協力「HIV/AIDS対策計画」、ボランティ

ア派遣（エイズ対策関連）、医療特別機材供与（エイズ対策）

１－１　協力の背景と概要

　国連エイズ合同計画（UNAIDS：Joint United Nations Programme on HIV and AIDS）によると、ケ

ニア共和国（以下、「ケニア」と記す）はアフリカのなかでも高感染率国の一つとされている。

�00�年現在、ケニアの成人HIV（Human Immunodeficiency Virus）感染率は�.�％、 感染者数は��0万

人以上と推定されている。HIV感染率は�00�年末から減少傾向にあるが、依然として高い感染率に

ある。

　現在、ケニアではHIV/エイズに関する情報は流通しているものの、HIVの新規感染を抑制するた

めには、HIV/エイズの正しい知識を普及させるだけでは不十分であり、より多くの人々がHIV検査・

カウンセリング（HTC：HIV Testing and Counseling）を受診し、ステータスを知ることが、予防の

みならず適切な治療のための第一歩となるとされている。これに対し、ケニア政府は、�0�0年まで

に�0％の住民が自身のステータスを知るようになることを目標とし、様々な取り組みを行っている。

このような状況に対し、JICAは、HIV新規感染予防のエントリーポイントとしてのHTCを促進をす

べく、保健省NASCOPを実施機関とした「エイズ対策強化プロジェクト」を３年間の技術協力プロ

ジェクトとして実施中である。

　なお、JICAは、「エイズ予防プログラム」として、HTCの件数増加を図るべく、本プロジェクト

に加え、無償資金協力によるHIV検査キットの供与、ボランティア派遣、医療特別機材供与による

モバイルVCT（Voluntary Counseling and Testing：自発的カウンセリング・検査）用車両および視聴

覚機材の供与を組み合わせた協力を実施している。

１－２　協力内容

  （１）上位目標

　HIV検査の促進により、ケニア国民のHIV感染リスクへの行動が変容する。

  （２）プロジェクト目標

　ケニア国民（特に、ニャンザ州およびリフトバレー州南部の��歳から��歳の若者）のHIV検

査件数が毎年増加する。

  （３）成果

１）HIV検査にかかわるモニタリングおよび評価体制が強化される。

２）中央レベルでのHTC促進に係る調査検討および政策策定能力が強化される。

３）新規感染を予防するため、HIV/エイズに関する正しい情報がマスメディアを通じて発信される。

４）HIV検査サイトにおいて、良質のHIV検査サービスが提供される。
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評価調査結果要約表
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検査件数

（全国）
増加率

検査件数

（ニャンザ）
増加率

検査件数

（リフトバレー南部）
増加率

�00�年 ���,��� ��％ ���,��� �％ N/A N/A

�00�年 ��0,0�� ���,��� ���,���

半田　祐二朗 総　括 JICA東南部アフリカ地域支援事務所 広域企画調査員（保健医療）

瀧本　康平 協力計画 JICAケニア事務所　所員

Mr. Eliijah Kinyangi 評価計画 JICAケニア事務所　プログラムオフィサー

Mr. Stephen Morage 評価分析 JICAケニア事務所　評価アドバイザー

（４）投入（評価時点）

＜日本側＞

　長期専門家派遣　　　　２名

　機材供与　　　　　　　��00万円

　ローカルコスト負担　　��00万円

　その他　　　　　　　　ローカルNGO（BBC World Service Trustとの契約）　　��00万円

＜相手国側＞

　カウンターパート配置　NASCOP主要８名のほか、中央、州、県のエイズ対策担当官

　土地・施設提供　　　　プロジェクトオフィスの土地提供

　ローカルコスト負担　　人件費、光熱費、事務経費、機材維持費等

２．評価調査団の概要

（１）調査者 （日本側）

（２）調査期間

　　　�00�年３月３日～３月��日

（３）評価種類

　　　中間評価

３．評価結果の概要

３－１　実績の確認

  （１）プロジェクト目標

　プロジェクト目標の指標「ケニア全土（特に、リフトバレー州南部およびニャンザ州の��～

��歳の若者）にて、HIV検査件数が毎年�0％ずつ増加する」は、検査件数�00�年から�00�年に

かけて��％の増加となっていることから、順調に進捗すればプロジェクト終了時においても達

成される可能性が高い。

※�00�年のリフトバレー南部のデータおよび��～��歳に限定したデータは、評価時点ではデータ収集方法の

制限により取得できなかった。ただし、リフトバレー州全体では��％（���,���件→���,���件）増加した。

また、��～��歳に限定したデータ取得は本評価以降可能となる予定。

  （２）成果ごとの達成度

１）成果１の指標「HIV検査サービスに係る県保健局の報告書提出率が、�00�年６月までに 
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a）応募可能サイト数 b）応募サイト数（b/a） c）合格サイト数（c/b）

�00�年 ��� ���（��.�％） ��0（��.�％）

�0％を超える」に関し、プロジェクト開始前の�00�年時の��.�％から、�00�年９月末時点で

��.�％となっており、順調な増加を見せている。同成果に関連する活動としては、県レベル

での統合モニタリング・評価ツールの普及、データ収集に係るトレーニング等を実施してき

ている。

２）成果２の指標「少なくとも１つの国家政策ガイドラインおよび２つの補足文書（マニュア

ルや実施手順等）が、�00�年６月までに発行される」については、評価時点において、「国

家HTC政策ガイドライン」「モバイルVCTオペレーショナルマニュアル」「若者のためのVCT

サービス（手引き）」がそれぞれドラフトが完成していることが確認されており、高い達成

度といえる。

３）成果３の指標「ラジオ番組のターゲットエリアにおいて、リスナーの３％以上がHIVテス

トを受検する」については、データの取得が困難であることが確認されたため、指標の修正

が必要である。ただし、活動としては、�00�年２月までに、��本のラジオ番組が制作され、

毎週放送されるとともに、７つローカルラジオ局の９名がトレーニングの結果、��本のラジ

オスポット（局独自の枠で放送する短編CM）を制作し、うち５局での放送が確認された。

４）成果４の指標①「�00�年６月までに、登録されかつ応募可能なVCTサイトの４割がアクレ

ディテーション（毎年行われるVCTの認証制度）に応募する」、②「�00�年６月までに、応

募したVCTサイトのうち３割がアクレディテーションに合格する」についての達成度は以下

の表のとおりであり、順調な達成度といえる。同成果に関連する活動としては、HIV検査サー

ビスの質的向上を図るべく、カウンセラーおよびラボラトリースーパーバイザー等の配置状

況の把握とその結果に基づくトレーニングの実施、更にはアクレディテーションの実施支援

等、良質のサービス提供のための制度強化を行ってきた。

３－２　評価結果の要約

  （１）妥当性

　妥当性は高い。本プロジェクトは、「HIV検査・カウンセリングの促進」を通じてHIV新規

感染予防に貢献することをめざしており、これはケニア国家エイズ戦略計画（�00�/�-�00�/�0）

の重点領域の一つである「HIVの新規感染予防」に合致している。また、日本政府は「保健と

開発に関するイニシアティブ（�00�年）」においてミレニアム開発目標（MDG）にて掲げる目

標の一つであるHIV/エイズの感染拡大の阻止を掲げるとともに、「対アフリカ感染症行動計画

（�00�年）」においては上記イニシアティブを具体化すべく、HTCや予防啓発を通じた対策に関

する支援を掲げている。したがって、本プロジェクトはケニア政府の政策および日本政府の政

策とも整合性が高いといえる。

  （２）有効性

　有効性は高い。プロジェクト目標はプロジェクト終了までに達成される見込みが高く、また、

各成果の達成状況についても、成果２の「HIV検査・カウンセリングに係る政策ガイドライン」

等、プロジェクト目標の達成に資する重要な政策策定が進められていることをはじめとして、

４つの成果達成がおおむね順調であることから、有効性は高いといえる。
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  （３）効率性

　効率性は高い。トレーニング実施にあたってニーズ把握を事前に行う、また「国家HTC政策

ガイドライン」の策定にあたって多くの関係者を巻き込むなどのアプローチを取ることにより、

効率性の高い活動に留意している。また、ケニアにおけるエイズ対策においては、主要戦略や

政策、ドナーによる活動の重点が早く変動するが、これに対し日本人専門家がカウンターパー

トおよび関係者間のネットワーキング、調整をうまく図ったことにより、柔軟な対応を行って

きている。

　一方、成果３のラジオ放送を通じた予防啓発活動については、モニタリング・評価の手法が

関係者で合意されておらず、効率的な業務実施が行えているか判断がつかない状況である。そ

のため、効果測定を可能とすべく、評価手法および指標の確定が急務である。

  （４）インパクト

　これまでに負のインパクトは確認されていない。正のインパクトとしては、プロジェクト専

門家が主に県保健局で活動する青年海外協力隊員に対して、中央政府やエイズ対策の動向に関

する情報提供や技術的アドバイスを行うことにより、現場レベルでのより効果的な活動を促進

することが可能となったことが挙げられる。

  （５）自立発展性

　本プロジェクトの活動が、外部からの介入としてではなく、保健省の政策および本来業務、

活動計画に整合し、その一部として実施されていることは、政策的、組織的な自立発展性の確

保に貢献してきている。また、保健省側のイニシアティブにより、米国国際開発庁（USAID： 

United States Agency for International Development)/AIDS,Population and Health Integrated Assistance

（APHIA）Ⅱプロジェクト等の他ドナー活動と連携が効果的に実施されていることから、他団

体とのパートナーシップ構築を通じた資源確保によって、活動の継続的な実施を見込むことが

できる。

　他方、NASCOPおよび同国におけるエイズ対策の活動経費の多くが、ドナーにより賄われて

いる状況下においては、財政的観点からのプロジェクトの自立的発展性を判断することは難し

く、今後の動向に留意し、今後の対応策について検討する必要がある。

３－３　効果発現に貢献した要因

  （１）計画内容に関すること

・ 「エイズ予防プログラム」として、ボランティアとの連携を計画の前提とした案件形成を行っ

ていたことにより、モバイルVCTオペレーショナルマニュアルの策定等の活動においてボラ

ンティアから現場のインプットを得ることが可能となった。

・ラジオ番組の制作、放送を行うにあたって、当該技術に長けたローカルNGOに委託するこ

とにより、質の高い予防メッセージの提供を行うことが可能となった。

  （２）実施プロセスに関すること

・ケニアにおけるエイズ対策の早い動きにプロジェクト活動を柔軟に対応させていけるよう、

情報収集や関係者とのネットワークを構築したことによって、より大きな効果の発現が可能

となった。

・モニタリング・評価（Monitoring and Evaluation：M&E）に係る研修を行うにあたって、県

レベルまでは本プロジェクトが、USAIDが県以下の研修を担当するなど、ドナーとの連携、

役割分担を効果的に行った。



３－４　問題点および問題を惹起した要因

  （１）計画内容に関すること

・プロジェクト目標の指標設定（地域の特定）に関して、JICA側とカウンターパート側とに認

識のギャップがあることが確認されたため修正が必要となっている（その対応として、以下

「３－５」のとおりプロジェクト目標の地域特定を解除）。

  （２）実施プロセスに関すること

・ケニア側の異動が多く、プロジェクトの計画等の情報について、一部のカウンターパートへ

円滑に情報共有がなされていないことがあった。

３－５　結　論

　本プロジェクトは、HTCの促進に係る政策策定およびその円滑なプログラムの実施支援において

大きく貢献していると考えられる。また、カウンターパートおよび日本人専門家の強いコミットメ

ント、高い能力に加え、他ドナーとの協調によって、効果的な活動が行われた結果として、目標お

よび各成果の達成も非常に順調となっている。これを踏まえ、より高いレベルの活動を展開してい

くことを期待し、プロジェクト目標の地域特定の解除と成果指標の追加を提案し、関係者にも了承

された。なお、プロジェクト目標の指標は、「ケニア全土（��～��歳の若者）にて、HIV検査件数

が毎年�0％ずつ増加する」と変更された。

　なお、現行のPDMver. １において、特にプロジェクトの現状に合わせた現実的な指標の設定が必

要であることが確認されたことから、本評価調査およびその後のステアリング・コミッティーを通

じてその改訂が行われ、PDMver. ２が策定された。

３－６　提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）

・ケニアではVCTに加えて、医療従事者側から検査を勧めるPITC（Provider Initiated Testing and  

Counseling）として、様々な検査サービスが導入され始めていることから、プロジェクトの後半

においては、これらの検査サービスをHIV検査・カウンセリング全体として調和化を図るための

支援を行う。

・毎週放送しているラジオ番組を啓発教材として有効活用すべく、教材化する。

・成果４の活動において、Quality Assurance（品質保証）を捉える際、VCTセンターを訪問する顧

客の満足度の向上に焦点を当てる必要がある。

３－７　教　訓

・エイズ対策は、非常に早い速度で変化していくため、その動向を常に把握し、プロジェクト関係

者で共通の認識を得ておくこと、またその対応を柔軟に行っていくことが肝要である。

・「エイズ予防プログラム」として、ボランティアとの連携を計画の前提とした案件形成を行って

いたことにより、モバイルVCTのオペレーショナルマニュアル策定等、ボランティアの活動成果

を制度化することが可能となった。

３－８　フォローアップ状況

　該当なし
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